
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 

平成２０年１月３１日 

国 民 生 活 金 融 公 庫 

農 林 漁 業 金 融 公 庫 

中 小 企 業 金 融 公 庫 

国 際 協 力 銀 行 

資料９ 

平成２０年１０月の統合に向けた主要作業項目毎の 

スケジュール及び検討課題 



１～３月 上半期 下半期

○主務省を中心に検討中

　　　

○政令・省令の検討

○設立に必要となる手続きを整理
○定款・業務方法書の検討、策定
○設立委員会の設置、創立総会の開
催

○事前に各機関で不動産鑑定を実施し、資産
評価に対処する

○不動産鑑定の実施
○資産評価委員会の設置

○全店において融資制度の情報提供体制を整
備し、顧客の円滑な取次ぎを実施する

○研修の準備・実施
○支店等への通知

○新公庫における本店部門につき検討中
○支店については、１９年度から統合に着手
し、運営にかかる諸事項につき検討中
○人事・給与体系、勤務条件、研修等の検討

○店舗の増改築

○新公庫としての人事・給与体系の
構築。統合前研修の実施

○区分経理、ＡＬＭ、資金需要の状況等を踏ま
え、発行条件やタイミング等の合うものを一元
的に調達する

○コンサルを活用して、併用債務者に係る取扱
い等を調整中

○支店等への通知

○移行前は取引照会システム、企業会計対
応、組織内電子メール環境を開発する

○取引照会システム等の開発
○接続テスト、試行、研修の実施

○業務実施方針・協定書の素案検討
○具体的内容の検討・調整
○指定金融機関との協定締結

危機対応
円滑化業務

信用リスク
審査

資金調達

システム対応

今後の主な検討課題等

事務フロー、
業務プロセス

組織体制

政省令

これまでの進捗状況
20年度

設立の事前準備

１９年度

デューデリ関係
（資産評価委員会等）

資産評価委員会

新
 
公
 
庫
 
発
 
足

システム開発終了取引照会
システム開発

接続テスト、試行、研修

具体的事務取
扱いの検討

政令・省令の検討

不動産鑑定
の実施

具体的事務
取扱い検討

研修の準備 支店等に通知・
研修の実施

定款・業務方法書の検討 創立総会

設立委員会

具体的事務取
扱いの検討

業務実施方
針・協定書の
調整

具体的内容
の検討・調整 指定金融機関

との協定締結

支店等に通知

店舗増改築
工事等


